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第   15 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正につ

いて 

 

浜松市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

浜松市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１７年浜松市条例第

１６０号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

高塚駅北地区整備計画区

域 

都市計画法第 20 条第 1 項の規定により告示された

浜松都市計画高塚駅北地区計画において地区整備計

画が定められている区域 

別表第２に次のように加える。 

高塚

駅北

地区

整備

計画

区域 

 次に掲げる建築物 

(1) 法別表第2（ほ）項第2

号に規定するもの 

(2) 法別表第 2（へ）項第 3

号に規定するもの又は店

舗、飲食店、展示場若し

くは遊技場の用途に供す

る建築物で、その用途に

供する部分（劇場、映画

館、演芸場又は観覧場の

用途に供する部分にあっ

ては、客席の部分に限

る。）の床面積の合計が

10,000 平方メートルを

超えるもの 

       

 

附 則 

 この条例は、公布の日の翌日から施行する。 
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第   16 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市子どもの未来応援基金に関する条例の制定について 

 

浜松市子どもの未来応援基金に関する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市子どもの未来応援基金に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子どもの貧困に関する対策及び子育て支援に資するため設置する浜

松市子どもの未来応援基金（以下「基金」という。）について必要な事項を定める。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に定めるところによる。 

(1) 予算で定める額 

(2) 寄附金 

（管理） 

第３条 基金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により管理しなければ

ならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、基金に繰り入れるものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金を歳入歳出現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 基金は、子どもの貧困に関する対策及び子育て支援に要する経費に充てるときに

限り処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が定

める。 

 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次項の規定は、令和４年３月３１日か

ら施行する。 

２ 浜松市交通遺児等福祉事業等基金に関する条例（昭和４６年浜松市条例第５号）は、

廃止する。 
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第   17 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

市有財産処分について 

 

次のとおり市有財産を売却する。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

所在地 財産の概要 処分予定価格 処分の相手方 備考 

 

都田川山土地

区画整理事業

用地 

 

7区画     

26,323.97 ㎡ 

 

7区画 

1,022,100,000円 

 

 

静岡県浜松市北区 

細江町中川 

7000番地の36 

 

株式会社エフ･シー･

シー 

代表取締役社長 

斎藤 善敬 

 

浜松市北区 

都田町 

11003 番地 

外 57 筆 
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第   18 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

指定管理者の指定について 

 

次の施設の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

１ 施設の名称  浜松市勤労会館 

 

２ 指定管理者  所在地  浜松市中区城北一丁目８番１号 

名 称  浜松市勤労福祉協会・三幸共同事業体 

代表者  浜松市中区城北一丁目８番１号 

     公益財団法人浜松市勤労福祉協会 

     理事長 佐々木 右子 

構成員  東京都千代田区神田駿河台三丁目３番地４ 

     三幸株式会社 

     代表取締役 橋本 有史 

 

３ 指定の期間  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 
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報   第    1  号   

令和 4年 2月18日提 出   

 

専決処分の承認について 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したから報告し、承認を

求める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

専   第   42  号   

令和 3年12月17日専 決   

 

令和３年度浜松市一般会計補正予算（第８号） 

 

子育て世帯に対する臨時特別給付金について、先行分の５万円の給付とあわせた 

１０万円の現金一括給付が選択肢として国から示されたことを受け、本市の対応とし

て、市民への早急な還元と事務負担及び事務経費の削減の観点から、年内一括支給を

可能とするため、同法第１７９条第１項の規定により専決処分とする。 

 

浜松市長 鈴  木  康  友  

 

 

 令和 3 年度浜松市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 6,138,000 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 388,826,000 千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入

款 項

千円 千円 千円

 18 国庫支出金 89,406,319 6,138,000 95,544,319 

  2 国庫補助金 32,514,400 6,138,000 38,652,400 

382,688,000 6,138,000 388,826,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

     歳        出

款 項

千円 千円 千円

  3 民生費 129,670,710 6,138,000 135,808,710 

  2 児童福祉費 60,728,269 6,138,000 66,866,269 

382,688,000 6,138,000 388,826,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和３年度 

 
 

 
補正予算に関する説明書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浜  松  市 
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 この説明中、歳入歳出補正予算事項別明細書における２歳入、３歳出については、予算審議の 
 
便に供するため、議決科目である款項を予算執行科目の目節と同時に記載し、表罫二本線（  ） 
 
で議決科目と執行科目の区分を明確化したものである。 
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一   般   会   計 
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1  総    括

  （歳　　入）

千円 千円 千円

  1 市税 134,700,000    -    134,700,000    

  2 地方譲与税 3,548,000    -    3,548,000    

  3 利子割交付金 117,000    -    117,000    

  4 配当割交付金 525,000    -    525,000    

  5 株式等譲渡所得割交付金 614,000    -    614,000    

  6 分離課税所得割交付金 133,000    -    133,000    

  7 法人事業税交付金 1,630,000    -    1,630,000    

  8 地方消費税交付金 17,886,000    -    17,886,000    

  9 ゴルフ場利用税交付金 91,000    -    91,000    

 10 環境性能割交付金 584,000    -    584,000    

 11 軽油引取税交付金 5,671,000    -    5,671,000    

 12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 327,000    -    327,000    

 13 地方特例交付金 2,639,519    -    2,639,519    

 14 地方交付税 26,210,707    -    26,210,707    

 15 交通安全対策特別交付金 456,000    -    456,000    

 16 分担金及び負担金 813,162    -    813,162    

 17 使用料及び手数料 4,425,942    -    4,425,942    

 18 国庫支出金 89,406,319    6,138,000    95,544,319    

 19 県支出金 22,520,062    -    22,520,062    

 20 財産収入 642,752    -    642,752    

 21 寄附金 2,290,912    -    2,290,912    

 22 繰入金 12,213,554    -    12,213,554    

 23 繰越金 4,957,862    -    4,957,862    

 24 諸収入 6,760,509    -    6,760,509    

 25 市債 43,524,700    -    43,524,700    

382,688,000    6,138,000    388,826,000    

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  （歳　　出）

款

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 議会費 943,812 - 943,812 

  2 総務費 37,125,544 - 37,125,544 

  3 民生費 129,670,710 6,138,000 135,808,710 6,138,000 

  4 衛生費 33,804,528 - 33,804,528 

5 労働費 383,438 - 383,438 

6 農林水産業費 7,670,764 - 7,670,764 

  7 商工費 10,947,097 - 10,947,097 

  8 土木費 45,030,722 - 45,030,722 

  9 消防費 11,137,990 - 11,137,990 

 10 教育費 61,836,395 - 61,836,395 

 11 災害復旧費 3,500,000 - 3,500,000 

12 公債費 40,537,000 - 40,537,000 

13 予備費 100,000 - 100,000 

382,688,000 6,138,000 388,826,000 6,138,000 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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2  歳    入

千円 千円 千円

 18 国庫支出金 89,406,319  6,138,000  95,544,319  

  2 国庫補助金 32,514,400  6,138,000  38,652,400  

  2 民生費国庫補助金 19,133,289  6,138,000  25,271,289  

計 382,688,000  

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

6,138,000  388,826,000  
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（歳　入）  18   国庫支出金

節   

千円

子育て世帯へ 6,138,000  子育て特別給付金支給事業費

の臨時特別給 　　　　６，１３８，０００千円の　１０／１０

付金給付事業

費補助金

説 明
区 分 金 額
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3  歳    出

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  3 民生費 129,670,710 6,138,000 135,808,710 6,138,000 

  2 児童福祉費 60,728,269 6,138,000 66,866,269 6,138,000 

  5 家庭福祉費 26,186,062 6,138,000 32,324,062 6,138,000 

計 382,688,000 6,138,000 388,826,000 6,138,000 

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
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（歳　出）   3   民生費

節       

千円

18 負担金補助及 6,138,000 1 家庭福祉支援事業 6,138,000千円 

び交付金 　(1) 子育て特別給付金支給事業 6,138,000千円 

区 分 金 額
説 明
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白 紙 
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報   第    2  号   

令和 4年 2月18日提 出   

 

   専決処分の報告  

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項に基づき、次のとおり道路

瑕疵、物損事故、身体障害者手帳事務処理誤謬事件、交通事故にかかる和解及び損害賠償の

額について専決処分したから報告する。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

道路瑕疵 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

43 令和3年 

12月28日 

和 解 

1,680円 

浜松市中区 

曳馬三丁目 

Ａ氏 

令和3年 

10月29日 

浜松市中区 

助信町51番16号地先 

人身事故 

事故の状況  午前8時10分頃、相手方が徒歩で市道助信7号線を西進中、道路上に生

じていたくぼみ（幅43㎝、長さ45㎝、深さ7㎝）に足を取られ転倒し、

右足首剥離骨折及び左膝を打撲した人身事故である。 

負 担 割 合  浜松市30％ 相手方70％ 

対   策  令和3年11月 復旧工事完了。  

 

44 令和3年 

12月28日 

和 解 

53,500円 

浜松市浜北区 

高畑 

Ｂ氏 

令和3年 

9月21日 

浜松市浜北区 

高畑613番地地先 

物損事故 

事故の状況  午後5時30分頃、相手方車両が市道浜北高畑線を西進中、横断水路手

前に発生した穴ぼこ（幅80㎝、長さ40㎝、深さ5㎝）に右側前輪を落と

し、サスペンション等を損傷した物損事故である。 

負 担 割 合  浜松市50％ 相手方50％ 

対   策  令和3年9月  応急復旧工事完了。 

       令和3年11月 本復旧工事完了。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

1 令和4年 

1月20日 

和 解 

135,608円 

浜松市天竜区 

水窪町奥領家 

6238番地の5 

有限会社飯島建設 

代表取締役 

飯島 雄一 

令和3年 

12月11日 

浜松市天竜区 

水窪町奥領家 6716番

地の1地先 

物損事故 

事故の状況  午後3時45分頃、相手方車両が市道水窪白倉川線を東進中、山側法面

からの落石によりフロントガラスを損傷した物損事故である。 

負 担 割 合   浜松市100％  

対   策  令和3年12月 落石注意看板設置。 

法面上部の安全確認を実施。  

 

 

物損事故 

専決 和解及び 

損害賠償の額 

相手方の 

住所・氏名 

事故発生 

年月日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年月日 

2 令和4年 

1月18日 

和 解 

239,800円 

浜松市浜北区 

尾野1331番地の1 

尾野自治会 

自治会長  

河合 豊 

令和3年 

6月20日 

浜松市浜北区 

尾野1331番地の1 

物損事故 

事故の状況  令和3年6月20日執行の第20回静岡県知事選挙において、投票所とし

て尾野公民館を使用した際、片付け時に床面を損傷させた物損事故で

ある。 
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身体障害者手帳事務処理誤謬事件 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

和  解 

年 月 日 
和解の内容 

番号 年 月 日 

45 令和3年 

10月21日 

和 解 

12,160円 

 

浜松市中区 

十軒町 

Ｃ氏 

 

令和3年 

10月21日 

身体障害者手帳の再認

定の案内通知を誤って

送付したことにより、本

来発生することのなか

った費用負担に対し、浜

松市は相手方に対する

損害賠償として12,160

円を支払うことで和解

したもの。 

誤謬の状況  令和3年6月、相手方から身体障害者手帳の再認定申請があり、事務

処理を進めていたところ、当方相手方は再認定申請が不要であったに

もかかわらず、市が再認定申請の案内通知を発送したことにより、本

来不要であった手続きや費用負担を相手方に生じさせたことが判明し

た。  

和 解 条 項 １ 文書料にかかる賠償金額8,800円及び医療機関までの交通費にかか

る賠償金額3,360円を支払う。 

２ 相手方はこの件に関し、その余の請求をしない。 

 

 

-23-



  

交通事故 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

46 令和3年 

12月6日 

和 解 

65,238円 

 

浜松市中区 

中央一丁目 

Ｄ氏 

令和3年 

7月2日 

浜松市中区 

中央一丁目2番3号 

イーステージ浜松併設

駐車場 

交通事故（人身） 

事故の状況  午前8時45分頃、イーステージ浜松に併設する駐車場を公用車で出庫

しようとしたところ、スロープから上がってきた対向車両を避けるため

後進した際、後続の相手方車両前部と公用車の右側後部が接触し、相手

方が負傷した人身事故である。 

過 失 割 合  浜松市100% 

対 策  事故を起こした職員へ厳重注意を行うとともに、全職員に事故防止に

対する意識を徹底するよう注意喚起を行った。また、再発防止策とし

て、朝礼で常に事故防止と安全運転の意識の徹底を行うようにした。 

 

47 令和3年 

11月22日 

和 解 

243,056円 

 

浜松市中区 

中央一丁目 

Ｅ氏 

令和3年 

7月2日 

浜松市中区 

中央一丁目2番3号 

イーステージ浜松併設

駐車場 

交通事故（物損） 

事故の状況  午前8時45分頃、イーステージ浜松に併設する駐車場を公用車で出庫

しようとしたところ、スロープから上がってきた対向車両を避けるた

め後進した際、後続の相手方車両前部と公用車の右側後部が接触した

物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100% 

対 策  事故を起こした職員へ厳重注意を行うとともに、全職員に事故防止          

に対する意識を徹底するよう注意喚起を行った。また、再発防止策と

して、朝礼で常に事故防止と安全運転の意識の徹底を行うようにした。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

48 令和3年 

12月6日 

和 解 

 349,800円 

浜松市中区 

幸二丁目 

Ｆ氏 

令和3年 

7月13日 

浜松市中区 

幸一丁目地内 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後7時00分頃、救急車が出動先駐車場から左折にて発進する際、救

急車の左側後部が駐車場内のバリカーに接触した物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対   策  事故の報告を受け、安全運転管理者が事故現場の確認を行い、事故

の発生要因について検証した。その結果を踏まえ、事故を起こした職

員及び同乗者と事故発生の要因について検討し、再発防止を促した。

さらに、全署員に対し研修を実施し、交通事故防止についての意識の

高揚を図った。 

 

49 令和3年 

12月27日 

和 解 

256,100円 

 

浜松市北区 

根洗町 

Ｇ氏 

令和3年 

9月21日 

浜松市北区 

根洗町613番地 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後 2 時 2 分頃、公用車にて相手方駐車場に侵入する際、公用車左側

面と停車していた相手方車両の左側前部が接触した物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対 策  事故を起こした職員には、前後左右の安全確認をしっかり行うよう厳

重注意した。 

       課内他職員へは、交通ルール違反や事故は決して起こさないよう、課

内会議や朝礼の際に周知徹底するとともに、職員が外出する際には管理

職が中心となり注意喚起を図る。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

3 令和4年 

1月18日 

和 解 

118,800円 

 

浜松市中区 

小豆餅四丁目 

20番8号 

株式会社 

ライフデザイン 

クリエイターズ 

代表取締役 

村木 政之 

令和3年 

10月7日 

浜松市南区 

芳川町486番地先 

交通事故（物損） 

事故の状況  午前10時5分頃、公用車が訪問先駐車場から左折にて発進した際、公

用車の左後方側面が相手方敷地の境界にあるブロック塀に接触した物

損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対   策  事故を起こした職員に対して厳重注意を行うとともに、全職員へ再

発防止を徹底するよう注意喚起を行った。加えて、乗車前の周囲の状

況確認及び運転時の安全確認を徹底するよう指導した。 

 

4 令和4年 

1月18日 

和 解 

44,550円 

 

浜松市中区 

中央二丁目 

Ｈ氏 

令和3年 

11月4日 

浜松市中区高町 

115番地の13 

交通事故（物損） 

事故の状況  午前9時35分頃、公用車にて市道三組8号線を東進し、市道高町紺屋1

号線との丁字路交差点を左折した際、相手方敷地境界にある立柱と公

用車左後方側面が接触した物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100% 

対   策  事故を起こした職員へ厳重注意を行うとともに、課員に対しても事

故防止に努め安全運転を常に意識するよう朝礼で指導し、事故の再発

防止を図った。 
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第   36 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市個人情報保護条例の一部改正について 

 

浜松市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市個人情報保護条例（平成１６年浜松市条例第２８号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

（取得の制限） （取得の制限） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 実施機関は、法令又は条例（以下「法令

等」という。）に基づく場合を除き、個人

情報（特定個人情報を除く。以下この条に

おいて同じ。）を取得するときは、本人か

ら取得しなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときその他利用

目的を達成するため本人以外の者から取得

することにつき相当の理由があると認めら

れるときは、この限りでない。 

２ 実施機関は、法令又は条例（以下「法令

等」という。）に基づく場合を除き、個人

情報（特定個人情報を除く。以下この条に

おいて同じ。）を取得するときは、本人か

ら取得しなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときその他利用

目的を達成するため本人以外の者から取得

することにつき相当の理由があると認めら

れるときは、この限りでない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 国、独立行政法人等（独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５９号）第２条第１項

に規定する独立行政法人等をいう。以下同

じ。）、他の地方公共団体及び地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する

地方独立行政法人をいう。以下同じ。）（以

下これらを「国等」という。）から取得す

る場合で、事務の遂行上やむを得ないと認

められるとき。 

(6) 国、独立行政法人等（個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第２条第９項に規定する独立行政法人等

をいう。以下同じ。）、他の地方公共団体

及び地方独立行政法人（地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する地方独立行政法人をいう。

以下同じ。）（以下これらを「国等」とい

う。）から取得する場合で、事務の遂行上

やむを得ないと認められるとき。 

(7) （略） (7) （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 
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 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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白 紙 
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第   37 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例の一部改正につい

て 

 

浜松市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例の一部を改正する

条例 

 

 浜松市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例（平成１８年浜松市条例第 

７３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律（平成１４年法律

第１５１号）第１３条第１項の規定の趣旨に

のっとり、市の機関等に係る申請、届出その

他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法により行うことができるようにする

ための共通する事項を定めることにより、市

民の利便性の向上を図るとともに、行政運営

の簡素化及び効率化に資することを目的と

する。 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律（平成１４年法律

第１５１号）第１３条第１項の規定の趣旨に

のっとり、情報通信技術（デジタル社会形成

基本法（令和３年法律第３５号）第２条に規

定する情報通信技術をいう。以下同じ。）を

活用した行政の推進について、情報システム

の整備その他の情報通信技術を利用する方

法により手続等を行うために必要となる事

項を定めることにより、手続等に係る市民の

利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び

効率化を図り、もって市民生活の向上に寄与

することを目的とする。 

（電子情報処理組織による申請等） （電子情報処理組織による申請等） 

第３条 市の機関等は、申請等のうち当該申請

等に関する他の条例等の規定により書面等

により行うこととしているものについては、

当該条例等の規定にかかわらず、規則で定め

るところにより、電子情報処理組織（市の機

関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を

含む。以下同じ。）と申請等をする者の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。）を使用して

行わせることができる。 

第３条 市の機関等は、申請等のうち当該申請

等に関する他の条例等の規定により書面等

により行うことその他のその方法が規定さ

れているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則で定めるところにより、

電子情報処理組織（市の機関等の使用に係る

電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）

とその手続等の相手方の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下同じ。）を使用して行

わせることができる。 

２ 前項の規定により行われた申請等につい ２ 前項の規定により行われた申請等につい
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ては、当該申請等を書面等により行うものと

して規定した申請等に関する条例等の規定

に規定する書面等により行われたものとみ

なして、当該申請等に関する条例等の規定を

適用する。 

ては、当該申請等に関する他の条例等の規定

に規定する方法により行われたものとみな

して、当該条例等その他の当該申請等に関す

る条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同

項の市の機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に

当該市の機関等に到達したものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた申請等は、当

該申請等を受ける市の機関等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルへの記録

がされた時に当該市の機関等に到達したも

のとみなす。 

４ 第１項の場合において、市の機関等は、当

該申請等に関する他の条例等の規定により

署名等をすることとしているものについて

は、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又

は名称を明らかにする措置であって規則で

定めるものをもって当該署名等に代えさせ

ることができる。 

４ 第１項の場合において、市の機関等は、当

該申請等に関する他の条例等の規定により

署名等をすることとしているものについて

は、当該条例等の規定にかかわらず、電子情

報処理組織を使用した個人番号カード（行政

手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カードをいう。第７条において同じ。）の利

用その他の氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものをもって当該

署名等に代えさせることができる。 

 ５ 申請等をする者について対面により本人

確認をするべき事情がある場合、申請等に係

る書面等のうちにその原本を確認する必要

があるものがある場合その他の当該申請等

のうちに第１項の電子情報処理組織を使用

して行わせることが困難又は著しく不適当

と認められる部分がある場合として規則で

定める場合には、規則で定めるところによ

り、当該申請等のうち当該部分以外の部分に

つき、前各項の規定を適用する。この場合に

おいて、第２項中「行われた申請等」とある
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のは、「行われた申請等（第５項の規定によ

り前項の規定を適用する部分に限る。以下こ

の項から第４項までにおいて同じ。）」とす

る。 

 （電子情報処理組織による処分通知等）  （電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 市の機関等は、処分通知等のうち当該

処分通知等に関する他の条例等の規定によ

り書面等により行うこととしているものに

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、電子情報処理組

織（市の機関等の使用に係る電子計算機と処

分通知等を受ける者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。）を使用して行うことができ

る。 

第４条 市の機関等は、処分通知等のうち当該

処分通知等に関する他の条例等の規定によ

り書面等により行うことその他のその方法

が規定されているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、規則で定めるところ

により、電子情報処理組織を使用して行うこ

とができる。ただし、当該処分通知等を受け

る者が当該電子情報処理組織を使用する方

法により受ける旨の規則で定める方式によ

る表示をする場合に限る。 

２ 前項の規定により行われた処分通知等に

ついては、当該処分通知等を書面等により行

うものとして規定した処分通知等に関する

条例等の規定に規定する書面等により行わ

れたものとみなして、当該処分通知等に関す

る条例等の規定を適用する。 

２ 前項の規定により行われた処分通知等に

ついては、当該処分通知等に関する他の条例

等の規定に規定する方法により行われたも

のとみなして、当該条例等その他の当該処分

通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の規定により行われた処分通知等

は、同項の処分通知等を受ける者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該処分通知等を受ける者

に到達したものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた処分通知等

は、当該処分通知等を受ける者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルへの記録

がされた時に当該処分通知等を受ける者に

到達したものとみなす。 

４ （略） ４ （略） 

 ５ 処分通知等を受ける者について対面によ

り本人確認をするべき事情がある場合、処分

通知等に係る書面等のうちにその原本を交

付する必要があるものがある場合その他の

当該処分通知等のうちに第１項の電子情報

処理組織を使用して行うことが困難又は著
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しく不適当と認められる部分がある場合と

して規則で定める場合には、規則で定めると

ころにより、当該処分通知等のうち当該部分

以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第２項中「行われた

処分通知等」とあるのは、「行われた処分通

知等（第５項の規定により前項の規定を適用

する部分に限る。以下この項から第４項まで

において同じ。）」とする。 

 （電磁的記録による縦覧等）  （電磁的記録による縦覧等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の規定により行われた縦覧等につい

ては、当該縦覧等を書面等により行うものと

して規定した縦覧等に関する条例等の規定

に規定する書面等により行われたものとみ

なして、当該縦覧等に関する条例等の規定を

適用する。 

２ 前項の規定により行われた縦覧等につい

ては、当該縦覧等に関する他の条例等の規定

に規定する書面等により行われたものとみ

なして、当該条例等その他の当該縦覧等に関

する条例等の規定を適用する。 

 （電磁的記録による作成等）  （電磁的記録による作成等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項の規定により行われた作成等につい

ては、当該作成等を書面等により行うものと

して規定した作成等に関する条例等の規定

に規定する書面等により行われたものとみ

なして、当該作成等に関する条例等の規定を

適用する。 

２ 前項の規定により行われた作成等につい

ては、当該作成等に関する他の条例等の規

定に規定する書面等により行われたものと

みなして、当該条例等その他の当該作成等

に関する条例等の規定を適用する。 

３ （略） ３ （略） 

 （添付書面等の省略） 

 第７条 市の機関等は、申請等をする者に係る

住民票の写しその他の規則で定める書面等

であって当該申請等に関する他の条例等の

規定において当該申請等に際し添付するこ

とが規定されているものについては、当該条
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例等の規定にかかわらず、市の機関等が、当

該申請等をする者が行う電子情報処理組織

を使用した個人番号カードの利用その他の

措置であって当該書面等の区分に応じ規則

で定めるものにより、直接に、又は電子情報

処理組織を使用して、当該書面等により確認

すべき事項に係る情報を入手し、又は参照す

ることができる場合には、添付を要しないこ

ととすることができる。 

 （手数料等の徴収の特例）  （手数料等の徴収の特例） 

第７条 （略） 第８条 （略） 

（手続等に係る情報システムの整備等）  （手続等に係る情報システムの整備等） 

第８条 市は、市の機関等に係る手続等におけ

る情報通信の技術の利用の推進を図るため、

情報システムの整備その他必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 

第９条 市は、市の機関等に係る手続等におけ

る情報通信技術を活用した行政の推進を図

るため、情報システムの整備その他必要な措

置を講じるよう努めるものとする。 

２ 市は、前項の措置を講じるに当たっては、

情報通信の技術の利用における安全性及び

信頼性を確保するよう努めるものとする。 

２ 市は、前項の措置を講じるに当たっては、

安全性及び信頼性を確保するよう努めるも

のとする。 

３ 市は、市の機関等に係る手続等における情

報通信の技術の利用の推進に当たっては、当

該手続等の簡素化又は合理化を図るよう努

めるものとする。 

３ 市は、市の機関等に係る手続等における情

報通信技術を活用した行政の推進に当たっ

ては、当該手続等の簡素化又は合理化その他

の見直しを図るよう努めるものとする。 

（手続等に係る電子情報処理組織の使用に

関する状況の公表） 

（情報通信技術を活用した行政の推進に関

する状況の公表） 

第９条 市長は、少なくとも毎年度１回、市の

機関等が電子情報処理組織を使用して行わ

せ、又は行うことができる申請等及び処分通

知等その他この条例の規定による情報通信

の技術の利用に関する状況を取りまとめ、こ

れをインターネットの利用その他の方法に

より公表するものとする。 

第１０条 市長は、市の機関等が電子情報処理

組織を使用して行わせ、又は行うことができ

る申請等及び処分通知等その他この条例の

規定による情報通信技術を活用した行政の

推進に関する状況を取りまとめ、これをイン

ターネットの利用その他の方法により随時

公表するものとする。 
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 （委任）  （委任） 

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。 

２ 改正後の第３条及び第４条の規定は、この条例の施行の日以後に行われる申請等又は

処分通知等について適用し、同日前に行われた申請等又は処分通知等については、なお

従前の例による。 
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第   38 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市職員定数条例の一部改正について 

 

浜松市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市職員定数条例（昭和２８年浜松市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職員の定数） （職員の定数） 

第３条 職員の定数は、次に掲げるとおりと

する。 

第３条 職員の定数は、次に掲げるとおりと

する。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 教育委員会の事務部局の職員及び学校

その他の教育機関の職員 

(6) 教育委員会の事務部局の職員及び学校

その他の教育機関の職員 

ア （略） ア （略） 

イ 学校の職員 ４，４７６人 イ 学校の職員 ４，５２２人 

(7)～(9) （略） (7)～(9) （略） 

２ （略） ２ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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第   39 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

浜松市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市職員の育児休業等に関する条例（平成４年浜松市条例第５６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以

外の非常勤職員 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以

外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) 任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き在職した

期間が１年以上である非常勤職員 

 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（以下

「１歳６か月到達日」という。）（第

２条の４の規定に該当する場合にあ

っては、２歳に達する日）までに、そ

の任期（任期が更新される場合にあっ

ては、更新後のもの）が満了すること

及び特定職に引き続き採用されない

ことが明らかでない非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同

じ。）が１歳６か月に達する日（以下

「１歳６か月到達日」という。）（第

２条の４の規定に該当する場合にあ

っては、２歳に達する日）までに、そ

の任期（任期が更新される場合にあっ

ては、更新後のもの）が満了すること

及び引き続き職員として採用されな

いことが明らかでない非常勤職員 

(ｳ) （略） (ｲ) （略） 

イ （略） イ （略） 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子に

ついて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用

ウ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子に

ついて、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に引き続き職員として採
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されることに伴い、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとするもの 

用されることに伴い、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日を

育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとするもの 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子

を養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に特定職に引き続き採用さ

れるものにあっては、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合であって、次に掲げる場合の

いずれにも該当するとき 当該子の１歳

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子

を養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休

業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該任期が更新され、又は当該

任期の満了後に引き続き職員として採用

されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって、次に掲げる場合

のいずれにも該当するとき 当該子の１

-43-



６か月到達日 歳６か月到達日 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達

するまでの子を養育するため、非常勤職員

が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該

子の１歳６か月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当してその任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引

き続き採用されるものにあっては、当該任

期の末日の翌日又は当該引き続き採用され

る日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合であって、次の各

号のいずれにも該当するときとする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達

するまでの子を養育するため、非常勤職員

が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該

子の１歳６か月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当してその任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に引き続き職

員として採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用さ

れる日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合であって、次の

各号のいずれにも該当するときとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事

情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事

情とする。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

が、当該育児休業に係る子について、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に

特定職に引き続き採用されることに伴い、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き

採用される日を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとすること。 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

が、当該育児休業に係る子について、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に

引き続き職員として採用されることに伴

い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続

き採用される日を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとすること。 
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（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。 

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以

外の非常勤職員（地方公務員法第２８条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「短時間勤務職員」という。）

を除く。） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して市長が定める非常勤職員以

外の非常勤職員（地方公務員法第２８条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「短時間勤務職員」という。）

を除く。） 

ア 特定職に引き続き在職した期間が１

年以上である非常勤職員 

 

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して市長が定める非常勤職

員 

 

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

 （妊娠又は出産等についての申出があった

場合における措置等） 

 第１２条 任命権者は、職員が当該任命権者に

対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、又

は出産したことその他これに準じる事実を

申し出たときは、当該職員に対して、育児休

業に関する制度その他の事項を知らせると

ともに、育児休業の承認の請求に係る当該職

員の意向を確認するための面談その他の措

置を講じなければならない。 

 ２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出

をしたことを理由として、当該職員が不利益

な取扱いを受けることがないようにしなけ

ればならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

-45-



 第１３条 任命権者は、育児休業の承認の請求

が円滑に行われるようにするため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

  (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実

 施 

  (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

  (3) その他育児休業に係る勤務環境の整備

に関する措置 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   

  附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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第  40  号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市新型コロナウイルス感染症対策貸付金利子助成事業基金に関する条例

の一部改正について 

 

浜松市新型コロナウイルス感染症対策貸付金利子助成事業基金に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市新型コロナウイルス感染症対策貸付金利子助成事業基金に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 浜松市新型コロナウイルス感染症対策貸付金利子助成事業基金に関する条例（令和２年

浜松市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

２ この条例は、令和７年３月３１日限り、そ

の効力を失う。 

２ この条例は、令和８年３月３１日限り、そ

の効力を失う。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第   41 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市手数料条例の一部改正について 

 

浜松市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市手数料条例の一部を改正する条例 

 

第１条 浜松市手数料条例（平成１２年浜松市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

一

般

・

税 

  円 

(1)～(8) （略）  

(9) 地籍図、土地台帳、家屋台

帳及び家屋平面図の複写の

交付 

（略）  

(10) （略）  

 （略） 

土

木

・

建

築 

(1)～(105) （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消

防 

(1)～(47) （略）  

(48) 液化石油ガスの保安確

保機器の設置及び管理の方

法の認定の申請 

当該申請を行う者が販売

契約を締結している一般消

費者等の数が 

（略） 

10,000戸以上の場合 

 

 

 

 

 

 

 

110,000  

(49) （略）  

(50) 液化石油ガスの貯蔵施

設の位置、構造若しくは設

備の変更又は特定供給設備

の位置、構造、設備若しく

は装置の変更の許可の申請 

17,000円に変更に係る貯

蔵施設又は特定供給設備の

 

一

般

・

税 

  円 

(1)～(8) （略）  

(9) 旧地籍図及び家屋平面図

の複写の交付 

 

（略）  

(10) （略）  

 （略） 

土

木

・

建

築 

(1)～(105) （略）  

(106) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請

（マンションの管理の適正

化の推進に関する法律第5条

の4各号（同法第5条の6第2

項において準用する場合を

含む。）に掲げる基準に適合

していることを確認するこ

とができる書面（市長が別に

定めるものに限る。）を添付

する場合を除く。） 

 

ア 長期修繕計画の数が1で

ある場合 

26,900  

イ 長期修繕計画の数が2以

上である場合 26,900円

に1を超える長期修繕計画

の数に15,500円を乗じて

得た額を加算した額 

 

消

防 

(1)～(47) （略）  

(48) 液化石油ガスの保安確

保機器の設置及び管理の方

法の認定の申請 

当該申請を行う者が販売

契約を締結している一般消

費者等の数が 

（略） 

10,000戸以上の場合 

 

 

 

 

 

 

 

98,000  

(49) （略）  

(50) 液化石油ガスの貯蔵施

設の位置、構造若しくは設

備の変更又は特定供給設備

の位置、構造、設備若しく

は装置の変更の許可の申請 

15,000円に変更に係る貯

蔵施設又は特定供給設備の
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数を乗じて得た金額 

(51)～(58) （略）  

 （略）  
 

数を乗じて得た金額 

(51)～(58) （略）  

（略）  
 

備考 備考 

１ 一般・税の項第４号、第５号及び第

６号の手数料については、紙数１枚を

もって１件とする。 

１ 一般・税の項第４号から第６号まで

及び第９号の手数料については、紙数

１枚をもって１件とする。 

２ 一般・税の項第９号の手数料につい

ては、地籍図、土地台帳及び家屋台帳

にあっては紙数１枚をもって１件と

し、家屋平面図にあっては１画地をも

って１件とする。 

 

３ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市手数料条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 （略） 

土

木

・

建

築 

(1)～(105) （略）  

(106) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請

（マンションの管理の適正

化の推進に関する法律第5条

の4各号（同法第5条の6第2

項において準用する場合を

含む。）に掲げる基準に適合

していることを確認するこ

とができる書面（市長が別に

定めるものに限る。）を添付

する場合を除く。） 

 

ア 長期修繕計画の数が1で

ある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

26,900  

 

 

 

 

 

 

 （略） 

土

木

・

建

築 

(1)～(105) （略）  

(106) マンション管理計画の

認定又は認定の更新の申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア マンションの管理の適

正化の推進に関する法律

第5条の4各号（同法第5条

の6第2項において準用す

る場合を含む。）に掲げる

基準に適合していること

を確認することができる

書面（市長が別に定めるも

のに限る。）を添付する場

合 

 

( ｱ ) 長期修繕計画の数 

が1である場合 

3,800  

( ｲ ) 長期修繕計画の数 

が2以上である場合  
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イ 長期修繕計画の数が2以

上である場合 26,900円

に1を超える長期修繕計画

の数に15,500円を乗じて

得た額を加算した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略）  
 

3,800円に1を超える長

期修繕計画の数に1,700

円を乗じて得た額を加

算した額 

イ ア以外の場合 

 

 

 

 

 

( ｱ ) 長期修繕計画の数 

が1である場合 

26,900  

( ｲ ) 長期修繕計画の数 

が2以上である場合  

26,900円に1を超える 

長期修 繕計画の数 に

15,500円を乗じて得た

額を加算した額 

 

（略）  
 

備考 （略） 備考 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条及び附則第３項の規定

は、令和９年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の浜松市手数料条例別表消防の項第４８号及び第５０号の

規定は、この条例の施行の日以後にされる申請に係る手数料について適用し、同日前に

された申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の浜松市手数料条例別表土木・建築の項第１０６号の規定

は、附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後にされる申請に係る手数料につ

いて適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前の例による。 
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第   42 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市高齢者元気はつらつ教室事業手数料徴収条例の一部改正について 

 

浜松市高齢者元気はつらつ教室事業手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市高齢者元気はつらつ教室事業手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市高齢者元気はつらつ教室事業手数料徴収条例（平成１７年浜松市条例第１２６号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（手数料の額） （手数料の額） 

第３条 手数料の額は、１回につき次の各号に

掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額とする。 

第３条 手数料の額は、１回につき次の各号に

掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる者以外の者 

３４０円 

(1) 次号及び第３号に掲げる者以外の者 

３５０円 

(2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第９条第１号に規定する第１号被保険者

であって、同法第５９条の２第１項に規

定する政令で定めるところにより算定し

た所得の額が同項に規定する政令で定め

る額以上である者に相当すると市長が認

めるもの（次号に掲げる者を除く。） 

６８０円 

(2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第９条第１号に規定する第１号被保険者

であって、同法第５９条の２第１項に規

定する政令で定めるところにより算定し

た所得の額が同項に規定する政令で定め

る額以上である者に相当すると市長が認

めるもの（次号に掲げる者を除く。） 

７００円 

(3) 介護保険法第９条第１号に規定する第

１号被保険者であって、同法第５９条の

２第２項に規定する政令で定めるところ

により算定した所得の額が同項に規定す

る同条第１項の政令で定める額を超える

政令で定める額以上である者に相当する

と市長が認めるもの １，０２０円 

(3) 介護保険法第９条第１号に規定する第

１号被保険者であって、同法第５９条の

２第２項に規定する政令で定めるところ

により算定した所得の額が同項に規定す

る同条第１項の政令で定める額を超える

政令で定める額以上である者に相当する

と市長が認めるもの １，０５０円 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条の規定は、この条例の施行の日以後における高齢者元気はつらつ教室

事業の利用に係る手数料について適用し、同日前における高齢者元気はつらつ教室事業

の利用に係る手数料については、なお従前の例による。 
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   第   43 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市国民健康保険条例の一部改正について 

 

浜松市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市国民健康保険条例（昭和３４年浜松市条例第２５号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

（基礎賦課額の所得割額の算定） （基礎賦課額の所得割額の算定） 

第１２条 前条の所得割額は、被保険者の賦課

期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条

の２第１項に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額（政令第２７条の２第１項第

１号に規定する他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額をいう。以下この条において

同じ。）の合計額から同法第３１４条の２第

２項の規定による控除をした後の同条第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得

金額等」という。）に、１００分の７．３４

を乗じて得た額とする。 

第１２条 前条の所得割額は、被保険者の賦課

期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条

の２第１項に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額（政令第２７条の２第１項第

１号に規定する他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額をいう。以下この条において

同じ。）の合計額から同法第３１４条の２第

２項の規定による控除をした後の同条第１

項に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得

金額等」という。）に、１００分の７．２を

乗じて得た額とする。 

２ （略） ２ （略） 

（基礎賦課額の被保険者均等割額及び世帯

別平等割額） 

（基礎賦課額の被保険者均等割額及び世帯

別平等割額） 

第１４条 第１１条の被保険者均等割額及び

世帯別平等割額は、次のとおりとする。 

第１４条 第１１条の被保険者均等割額及び

世帯別平等割額は、次のとおりとする。 

(1) 被保険者均等割額 被保険者１人につ

いて ２万７，０００円 

(1) 被保険者均等割額 被保険者１人につ

いて ２万５，０００円 

(2) 世帯別平等割額 次に掲げる額 (2) 世帯別平等割額 次に掲げる額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯  

１世帯について ２万３，０００円 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯  

１世帯について ２万２，０００円 

イ 特定同一世帯所属者（法第６条第８

号に該当したことにより被保険者の資

イ 特定同一世帯所属者（法第６条第８

号に該当したことにより被保険者の資
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格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属す

る世帯であって同日の属する月（以下

「特定月」という。）以後５年を経過す

る月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定世帯」という。） １世帯につ

いて １万１，５００円 

格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属す

る世帯であって同日の属する月（以下

「特定月」という。）以後５年を経過す

る月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定世帯」という。） １世帯につ

いて １万１，０００円 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する被保険者が属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。以下「特定継

続世帯」という。） １世帯について 

  １万７，２５０円 

ウ 特定同一世帯所属者と同一の世帯に

属する被保険者が属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの

間にあるもの（当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。以下「特定継

続世帯」という。） １世帯について 

  １万６，５００円 

（後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均

等割額及び世帯別平等割額） 

（後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均

等割額及び世帯別平等割額） 

第１４条の５ 第１４条の２の被保険者均等

割額及び世帯別平等割額は、次のとおりとす

る。 

第１４条の５ 第１４条の２の被保険者均等

割額及び世帯別平等割額は、次のとおりとす

る。 

(1) 被保険者均等割額 被保険者１人につ

いて １万１，８００円 

(1) 被保険者均等割額 被保険者１人につ

いて １万１，０００円 

(2) 世帯別平等割額 次に掲げる額 (2) 世帯別平等割額 次に掲げる額 

  ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 

１世帯について ８，１００円 

  ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 

１世帯について ８，０００円 

  イ 特 定 世 帯  １ 世 帯 に つ い て  

４，０５０円 

  イ 特 定 世 帯  １ 世 帯 に つ い て  

４，０００円 

  ウ 特定継続世帯 １世帯について 

６，０７５円 

  ウ 特定継続世帯 １世帯について 

６，０００円 
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（介護納付金賦課額） （介護納付金賦課額） 

第１４条の６ 保険料の賦課額のうち介護納

付金賦課額は、一世帯に属する介護納付金賦

課被保険者につき算定した所得割額、被保険

者均等割額及び世帯別平等割額の合計額と

する。ただし、介護納付金賦課額は、政令第

２９条の７第４項第８号に規定する額を超

えることができない。 

第１４条の６ 保険料の賦課額のうち介護納

付金賦課額は、一世帯に属する介護納付金賦

課被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合計額とする。ただし、介

護納付金賦課額は、政令第２９条の７第４項

第８号に規定する額を超えることができな

い。 

（介護納付金賦課額の被保険者均等割額及

び世帯別平等割額） 

（介護納付金賦課額の被保険者均等割額） 

第１４条の９ 第１４条の６の被保険者均等

割額及び世帯別平等割額は、次のとおりとす

る。 

第１４条の９ 第１４条の６の被保険者均等

割額は、被保険者１人につき１万４，５００

円とする。 

(1) 被保険者均等割額 被保険者１人につ

いて ９，８００円 

 

(2) 世帯別平等割額 １世帯について  

７，０００円 

 

（保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項から第３項までの規定は、介護納付

金賦課額の減額において準用する。この場合

において、第１項中「基礎賦課額」とあるの

は「介護納付金賦課額」と、「第１１条」と

あるのは「第１４条の６」と読み替えるもの

とする。 

５ 第１項（各号イを除く。）から第３項まで

の規定は、介護納付金賦課額の減額において

準用する。この場合において、第１項中「基

礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第１１条」とあるのは「第１４条の６」

と読み替えるものとする。 

 （特例対象被保険者等の特例）  （特例対象被保険者等の特例） 

第２０条の２ （略） 第２０条の２ （略） 

 （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

 第２０条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）
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がある場合における当該未就学児に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１４条第１号の被保険者均等割額か

ら、当該額に１０分の５を乗じて得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、これを

切り上げた額）を減額した額とする（次項に

規定する場合を除く。）。 

 ２ 当該年度において、第２０条の規定により

保険料を減額するものとした納付義務者の

世帯に未就学児がある場合における当該未

就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第

２号に掲げる額を減額した額とする。 

 (1) 第１４条第１号の被保険者均等割額か

ら、当該額に第２０条第１項各号に規定

する納付義務者の区分に応じてそれぞれ

同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額

（その額に１円未満の端数があるとき

は、これを切り上げた額）を減額した額 

 (2) 前号に掲げる額に１０分の５を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、これを切り上げた額） 

 ３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額において準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１４条第

１号」とあるのは「第１４条の５第１号」と、

前項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢

者支援金等賦課額」と、「第１４条第１号」

とあるのは「第１４条の５第１号」と、「第

２０条第１項各号」とあるのは「第２０条第

４項において読み替えて準用する同条第１

項各号」と読み替えるものとする。 
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（保険料の額の通知） （保険料の額の通知） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の浜松市国民健康保険条例の規定は、令和４年度分の保険料から適用し、令和

３年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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第   44 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市川や湖を守る条例の一部改正について 

 

浜松市川や湖を守る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市川や湖を守る条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市川や湖を守る条例（平成２０年浜松市条例第４９号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

（排水の処理） （排水の処理） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ 下水道事業計画区域（下水道法第４条第

１項又は第２５条の１１第１項の事業計画

に定められた予定処理区域をいう。）及び

農業集落排水処理区域（浜松市農業集落排

水処理施設条例第２条第３号に規定する処

理区域をいう。）以外の区域において単独

処理浄化槽（し尿のみを処理する浄化槽を

いう。）又はくみ取便所を使用する者は、

速やかに合併処理浄化槽（し尿と併せて雑

排水を処理する浄化槽をいう。）を設置す

るよう努めなければならない。 

２ 下水道事業計画区域（下水道法第４条第

１項又は第２５条の２３第１項の事業計画

に定められた予定処理区域をいう。）及び

農業集落排水処理区域（浜松市農業集落排

水処理施設条例第２条第３号に規定する処

理区域をいう。）以外の区域において単独

処理浄化槽（し尿のみを処理する浄化槽を

いう。）又はくみ取便所を使用する者は、

速やかに合併処理浄化槽（し尿と併せて雑

排水を処理する浄化槽をいう。）を設置す

るよう努めなければならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第   45 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市農村公園条例の一部改正について 

 

浜松市農村公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市農村公園条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市農村公園条例（平成１８年浜松市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 位置 

 （略） 

浜松市天池自然農

村公園 

 （略） 

浜松市金指農村公

園 

浜松市北区引佐町金指825

番地の1 

浜松市別所農村公

園 

 （略） 

 （略） 
 

名称 位置 

 （略） 

浜松市天池自然農

村公園 

 

 

 （略） 

浜松市別所農村公

園 

 （略） 

 （略） 
 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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第   46 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市小型自動車競走条例の一部改正について 

 

浜松市小型自動車競走条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市小型自動車競走条例の一部を改正する条例 

 

第１条 浜松市小型自動車競走条例（昭和３８年浜松市条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正前 改正後 

（入場料等） （入場料等） 

第４条 競走場の入場料は、無料とする。 第４条 競走場の入場料は、次のとおりとす

る。 

 (1) 予想者 １人１開催につき ３００円 

 (2) 予想新聞販売者等 １人１開催につき

 １００円 

 (3) 前２号に掲げる者以外の者 無料 

２ （略） ２ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市小型自動車競走条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（入場料等） （入場料等） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 特別観覧席を利用する場合の利用料は、 

２００円以上１，０００円以下において市長

が定める額とする。 

２ 特別観覧席を利用する場合の利用料は、 

２００円以上１５，０００円以下において市

長が定める額とする。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条及び附則第３項の規定

は、同年７月８日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の浜松市小型自動車競走条例第４条第１項の規定は、この

条例の施行の日以後の入場に係る入場料について適用し、同日前の入場に係る入場料に

ついては、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の浜松市小型自動車競走条例第４条第２項の規定は、附則

第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後の利用に係る利用料について適用し、同

日前の利用に係る利用料については、なお従前の例による。 
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第   47 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市道路法等施行条例の一部改正について 

 

浜松市道路法等施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市道路法等施行条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市道路法等施行条例（平成２４年浜松市条例第８７号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

（道路移動等円滑化基準） （道路移動等円滑化基準） 

第４条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１０条第１項に規定

する条例で定める道路移動等円滑化基準

は、次に定める基準とする。 

第４条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１０条第１項に規定

する条例で定める道路移動等円滑化基準

は、次に定める基準とする。 

(1) 横断歩道に接続する歩道又は自転車歩

行者道の部分の縁端には、段差の解消を図

ることを目的とした溝付縁石ブロック（以

下「ＵＤブロック」という。）を敷設する

ものとし、その段差は０センチメートルと

するものとする。この場合において、ＵＤ

ブロックは、移動等円滑化のために必要な

道路の構造に関する基準を定める省令（平

成１８年国土交通省令第１１６号）第２条

第３号に規定する視覚障害者誘導用ブロ

ックと併せて敷設するものとする。 

(1) 横断歩道に接続する歩道又は自転車歩

行者道の部分の縁端には、段差の解消を図

ることを目的とした溝付縁石ブロック（以

下「ＵＤブロック」という。）を敷設する

ものとし、その段差は０センチメートルと

するものとする。この場合において、ＵＤ

ブロックは、移動等円滑化のために必要な

道路の構造及び旅客特定車両停留施設を

使用した役務の提供の方法に関する基準

を定める省令（平成１８年国土交通省令第

１１６号）第２条第３号に規定する視覚障

害者誘導用ブロックと併せて敷設するも

のとする。 

(2) 前号に定めるもののほか、移動等円滑

化のために必要な道路の構造に関する基

準を定める省令（第９条を除き、同令を改

正する命令（同条に関する部分を除く。）

を含む。）に定める基準 

(2) 前号に定めるもののほか、移動等円滑

化のために必要な道路の構造及び旅客特

定車両停留施設を使用した役務の提供の

方法に関する基準を定める省令（第９条を

除き、同令を改正する命令（同条に関する

部分を除く。）を含む。）に定める基準 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第   48 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市公共下水道及び都市下水路の構造及び維持管理に関する基準を定める

条例の一部改正について 

 

浜松市公共下水道及び都市下水路の構造及び維持管理に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市公共下水道及び都市下水路の構造及び維持管理に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 

 浜松市公共下水道及び都市下水路の構造及び維持管理に関する基準を定める条例（平成

２４年浜松市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（都市下水路の構造及び維持管理の基準） （都市下水路の構造及び維持管理の基準） 

第３条 法第２８条第２項に規定する条例で

定める都市下水路の構造の基準は、令第１７

条の１２（令附則及び令を改正する政令のう

ち、同条に関する部分を含む。）に定める基

準とする。 

第３条 法第２８条第２項に規定する条例で

定める都市下水路の構造の基準は、令第１７

条の１３（令附則及び令を改正する政令のう

ち、同条に関する部分を含む。）に定める基

準とする。 

２ 法第２８条第２項に規定する条例で定め

る都市下水路の維持管理の基準は、令第１８

条（令附則及び令を改正する政令のうち、同

条に関する部分を含む。）に定める基準とす

る。 

２ 法第２８条第２項に規定する条例で定め

る都市下水路の維持管理の基準は、令第１８

条各号（令附則及び令を改正する政令のう

ち、同条各号に関する部分を含む。）に定め

る基準とする。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第   49 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市ＰＦＩ等審査委員会条例の制定について 

 

浜松市ＰＦＩ等審査委員会条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市ＰＦＩ等審査委員会条例 

 

 （設置） 

第１条 市は、ＰＦＩ等に関し必要な事項を審議するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第３項及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第

１４条の規定に基づき、ＰＦＩ等に係る事業ごとに、浜松市ＰＦＩ等審査委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) ＰＦＩ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成  

１１年法律第１１７号。以下「法」という。）の規定により法第２条第２項に規定する

特定事業について契約する際の手続をいう。 

(2) 市長等 市長又は水道事業及び下水道事業管理者をいう。 

(3) プロポーザル方式 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」とい

う。）第１６７条の２第１項第２号の規定による随意契約の締結のため、公募又は指名

の方法により複数の相手方から当該随意契約に係る業務の実施に関する提案を求め、

当該提案のうち最も優れた提案を行った契約の相手方を選定する方式をいう。 

(4) 総合評価一般競争入札 令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競

争入札をいう。 

(5) 総合評価指名競争入札 令第１６７条の１２第４項に規定する総合評価指名競争入

札をいう。 

(6) ＰＦＩ等 ＰＦＩ又は市長等が特に必要があると認めるプロポーザル方式、総合評

価一般競争入札若しくは総合評価指名競争入札により契約する際の手続をいう。 

（所掌事務） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項について、市長等が特に必要があると認める場合にお

いて、市長等の諮問に応じ審議する。 

(1) 法第５条第１項の規定による実施方針の策定に関すること。 

(2) 法第７条の規定による特定事業の選定に関すること。 

(3) 法第８条第１項の規定による民間事業者の選定に関すること。 

(4) プロポーザル方式、総合評価一般競争入札及び総合評価指名競争入札による契約の

相手方の選定に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、ＰＦＩ等に関し必要な事項 

 （委員） 
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第４条 委員会は、１１人以内で市長等が定める数の委員をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者その他市長等が特に必要があると認める者のうちから市長

等が委嘱する。 

３ 委員は、諮問に係る当該事項の審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

４ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長等が

定める。 

 

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後にされる令第１６７条の６第１項の規定

による公告、令第１６７条の１２第２項の規定による通知その他これらに類する手続に

よる公告又は通知に係るＰＦＩ等に係る事業について適用する。 
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白 紙 
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      .   



                                    

第   50 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市いじめ問題第三者委員会条例の制定について 

 

浜松市いじめ問題第三者委員会条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市いじめ問題第三者委員会条例 

 

（設置） 

第１条 市は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第

１４条第３項の規定に基づき、浜松市いじめ問題第三者委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ調査審議する。 

 (1) 法第１４条第３項に規定するいじめの防止等のための対策に関すること。 

(2) 重大事態（法第２８条第１項に規定する重大事態をいう。以下同じ。）の調査に関す

ること。 

（委員） 

第３条 委員会は、委員５人以内で組織する。ただし、２件以上の重大事態が発生した場

合において教育委員会が特に必要があると認めるときは、当該重大事態の件数に５を乗

じて得た数以内の委員で組織することができる。 

２ 委員は、法律学、医学又は心理学に関する専門的知識を有する者その他教育委員会が

特に必要があると認める者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

３ 委員は、諮問に係る当該事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

４ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（調査、協力等） 

第６条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市の機関に

対し資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

２ 委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、市の機関以

外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（委任） 
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第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、教育委員

会が定める。 

 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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白 紙 
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第   51 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市犯罪被害者等支援条例の制定について 

 

浜松市犯罪被害者等支援条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市犯罪被害者等支援条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号。以下「法」とい

う。）に基づき、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明

らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等が

必要とする施策を総合的に推進し、もって犯罪被害者等を支える地域社会の実現に寄与

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。 

 (2) 犯罪被害者等 法第２条第２項に規定する犯罪被害者等をいう。 

 (3) 市民等 市内に居住し、若しくは滞在し、又は市内を通過する者及び事業者をいう。 

 (4) ２次被害 犯罪等による直接的な被害を原因として犯罪被害者等が受ける経済的損

失、精神的苦痛、心身の不調、プライバシー侵害等の被害をいう。 

 (5) 関係機関等 国、県その他の関係機関及び犯罪被害者等の支援を行う団体その他の

犯罪被害者等の支援に関係する団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 全ての犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を

保障される権利を有している。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活を営む

ことができるようになるまでの間、犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応

じて、適切に途切れることなく行われなければならない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、２次被害の発生の防止に十分配慮して行われなければならな

い。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、犯罪被害

者等の支援のための施策を実施するものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等の支援のための必要な施策が円滑に実施されるよう、関係機関等

と連携するものとする。 

（市民等の責務） 

第５条 市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害

者等を地域で支え合うことの必要性についての理解を深めるとともに、市が実施する犯
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罪被害者等の支援のための施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、犯罪被害者等がその被害に係る法的手続に適切に関与できるようにするた

め、犯罪被害者等の就労及び勤務について十分に配慮するよう努めなければならない。 

（相談及び情報の提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにす

るため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言並びに関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談を総合的に行う窓口を設置するものとする。 

（見舞金等の支給） 

第７条 市は、犯罪被害者等のうち市長が必要と認める者に対し、見舞金等の支給を行う

ものとする。 

（心理的外傷からの回復） 

第８条 市は、犯罪被害者等が犯罪等による心理的外傷から回復できるようにするため、

医療機関等適切な機関の案内その他必要な施策を講じるものとする。 

（居住の安定） 

第９条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の居

住の安定を図るため、一時的な住居の提供その他必要な施策を講じるものとする。 

（雇用の安定） 

第１０条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携を図り、必要

な情報の提供、助言その他必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（広報及び啓発） 

第１１条 市は、市民等が、犯罪被害者等が置かれている状況、２次被害の発生の防止の

重要性その他犯罪被害者等の支援に関する事項について理解を深めることができるよう

にするため、広報活動及び啓発活動を行うものとする。 

（人材の育成） 

第１２条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等の支援を行う人材

を育成するための研修その他必要な施策を講じるものとする。 

（支援の制限） 

第１３条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発したとき、その他犯罪被害者等の支援を行

うことが社会通念上適切でないと認められるときは、犯罪被害者等の支援を行わないこ

とができる。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が

定める。 
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   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 浜松市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例（平成２１年浜松市条例第６４号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（土地及び建物の適正管理）  （土地及び建物の適正管理） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

（犯罪被害者等のための施策）  

第１６条 市は、犯罪被害者等（犯罪被害者

等基本法（平成１６年法律第１６１号）第

２条第２項に規定する犯罪被害者等をい

う。以下同じ。）が、その受けた被害を回

復し、又は軽減し、再び平穏な生活を営む

ことができるよう、犯罪被害者等の支援を

行う関係団体及び関係機関等と緊密な連携

を図り、必要な情報の提供、助言その他必

要な支援を行うよう努めるものとする。 

 

 

（委任） （委任） 

第１７条 （略） 第１６条 （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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第   52 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松都市計画事業高塚駅北第二土地区画整理事業施行条例の制定について 

 

浜松都市計画事業高塚駅北第二土地区画整理事業施行条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松都市計画事業高塚駅北第二土地区画整理事業施行条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、高塚駅北第二地区における既成市街地の整備改善を図るため、土地

区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」という。）第３条第４項の規定によ

り浜松市（以下「施行者」という。）が施行する土地区画整理事業について、法第５３条

第２項に規定する事項その他必要な事項を定める。 

（事業の名称） 

第２条 土地区画整理事業の名称は、浜松都市計画事業高塚駅北第二土地区画整理事業（以

下「事業」という。）という。 

（施行地区に含まれる地域の名称） 

第３条 事業の施行地区に含まれる地域の名称は、浜松市南区高塚町の一部とする。 

（事業の範囲） 

第４条 事業の範囲は、法第２条第１項及び第２項に規定する土地区画整理事業とする。 

（事務所の所在地） 

第５条 事業の事務所の所在地は、浜松市中区浜松市役所内とする。 

（費用の負担） 

第６条 事業に要する費用は、次に掲げるものを除き、施行者が負担する。 

(1) 法第１２０条第１項の規定による公共施設管理者負担金 

(2) 法第１２１条の規定による補助金その他の国庫補助金 

（審議会の名称） 

第７条 法第５６条第１項の規定により設置する土地区画整理審議会の名称は、浜松都市

計画事業高塚駅北第二土地区画整理審議会（以下「審議会」という。）という。 

（委員の定数） 

第８条 審議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、１０人とする。 

２ 委員の定数のうち、施行地区内の宅地の所有者（以下「宅地所有者」という。）から選

挙される委員及び施行地区内の宅地について借地権を有する者（以下「借地権者」とい

う。）から選挙される委員の数の合計は、８人とする。 

３ 委員の定数のうち、学識経験を有する者から選任する委員の数は、２人とする。 

（委員の任期） 

第９条 委員の任期は、５年とする。 

（立候補制） 

第１０条 第８条第２項に規定する委員は、候補者のうちから選挙する。 

（予備委員） 
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第１１条 審議会に、宅地所有者から選挙される委員及び借地権者から選挙される委員に

ついての予備委員をそれぞれ置く。 

２ 予備委員の数は、それぞれ宅地所有者から選挙される委員の数又は借地権者から選挙

される委員の数の半数以内で市長が定め、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第  

４７号。以下「令」という。）第２２条第４項に規定する公告に併せて公告する。 

３ 予備委員は、委員の選挙において、当選人を除いて、次条に定める数以上の得票を得

た者のうち得票数の多い者から順次定めるものとし、得票数が同じであるときは、市長

がくじで順位を定める。 

（予備委員となるのに必要な得票数） 

第１２条 予備委員となるのに必要な得票数は、当該選挙において選挙すべき委員の定数

をもって有効投票の総数を除して得た数の３分の１以上とする。 

（委員の補充等） 

第１３条 選挙された委員に欠員を生じた場合においては、予備委員のうち得票数の多い

者から順次これを補充する。 

２ 前項の規定により委員の欠員を補充すべき場合においては、市長は、補充により委員

となるべき者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）

を公告するとともに、委員となるべき者にその旨を通知するものとする。 

３ 補充により委員となるべき者は、前項の公告のあった日に委員としての地位を取得す

る。 

４ 予備委員に欠員を生じた場合においては、市長は、第１１条第３項の規定に準じて順

次補充するものとする。 

（委員の補欠選挙） 

第１４条 宅地所有者から選挙された委員又は借地権者から選挙された委員の欠員の数が

それぞれの委員の定数の２分の１に達した場合において、補充すべき予備委員がないと

きは、それぞれの委員の補欠選挙を行うものとする。 

（学識経験委員の補充） 

第１５条 学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じた場合は、市長は、

速やかに補欠の委員を選任するものとする。 

（評価員の定数） 

第１６条 評価員の定数は、３人とする。 

（従前の宅地の地積） 

第１７条 換地計画において換地を定めるために基準とする従前の宅地の各筆の地積は、

法第５５条第９項の規定による公告があった日から起算して１４日を経過した日（以下

「基準日」という。）現在の登記簿（登記簿に登記されていない国有地又はこれに準じる
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宅地については、その登録台帳、登録台帳のないときは、実測図。以下同じ。）に記載さ

れている地積とする。 

２ 宅地所有者は、前項の地積に異議があるときは、基準日から６０日以内に、実測図（境

界について隣地の所有者の承認があるもの）を添えて、前項の地積の訂正を市長に申請

することができる。この場合において、同一人又はその家族の所有する宅地が数筆連続

するときは、その全部について申請しなければならない。 

３ 前項の申請があった場合は、市長は、当該宅地について、実測又は査定の方法により

地積を決定し、申請者に通知するものとする。 

４ 基準日後分筆又は合筆された宅地については、分筆又は合筆前の登記簿に記載されて

いた地積を標準として市長が査定した地積をもって第１項の登記簿の地積とみなす。 

５ 市長は、特に必要があると認める宅地については、実測又は査定の方法により地積を

決定するものとする。 

（所有権以外の権利の地積） 

第１８条 換地計画において換地について所有権以外の権利の目的となるべき宅地又はそ

の部分を定める場合の基準となる従前の宅地について存する所有権以外の権利の地積は、

その登記してある地積又は法第８５条第１項の規定による申告に係る地積（地積の変更

について同条第３項の規定による届出があったときは、その変更後の地積とする。）とす

る。ただし、当該地積が当該権利の存する宅地の所有権の地積と符合しないときは、市

長が査定した地積とする。 

（従前の宅地及び換地の評価額） 

第１９条 従前の宅地及び換地の評価額は、市長が、その位置、地積、土質、水利、利用

状況、環境等を総合的に勘案し、評価員の意見を聴いて定める。 

（所有権以外の権利が存する場合の評価） 

第２０条 所有権以外の権利（地役権を除く。以下この条及び次条において同じ。）の存す

る宅地についての所有権及び所有権以外の権利の価額は、市長が、評価員の意見を聴い

て、前条の規定により定めた宅地の評価額を所有権の価額と所有権以外の権利の価額と

に区分した額とする。 

（清算金の算定） 

第２１条 換地計画において定める清算金の額は、従前の宅地について定めるべき換地の

権利価額又は当該宅地に存する権利の価額と、当該宅地に対する換地の評価額又は当該

権利について定められた権利の価額との差額とする。 

２ 法第９０条及び第９５条第６項の規定により換地を定めないで金銭で清算し、又は所

有権以外の権利を消滅させ、金銭で清算する場合における清算金の額は、市長が前項の

規定に準じて定める。 
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（清算金の納付又は交付に関する通知） 

第２２条 市長は、清算金を徴収し、又は交付する場合においては、これを納付し、又は

交付すべき期限及び場所を定め、少なくともその期限の１０日前までに納付すべき者又

は交付を受けるべき者に通知するものとする。 

（清算金の相殺） 

第２３条 清算金の交付を受けるべき者から徴収すべき清算金があるときは、法第１１２

条第１項の規定により供託すべき清算金を除き、その者から徴収すべき清算金とその者

に交付すべき清算金を相殺するものとする。 

（清算金の分割徴収又は分割交付） 

第２４条 法第１１０条第２項に規定する清算金の分割徴収又は分割交付は、別表第１の

とおりとする。ただし、同表により分割徴収することが困難であると市長が認める場合

においては、別表第２のとおりとする。 

２ 前項の規定により分割納付（以下「分納」という。）をしている者が、中途において資

力に変動を生じた場合の分納については、市長が定める。 

３ 前２項の規定により清算金を分割徴収する場合における令第６１条第１項の施行規程

で定める率は、事業に係る法第１０３条第４項の規定による換地処分があった旨の公告

の日における財政融資資金法（昭和２６年法律第１００号）第７条第３項の規定により

財務大臣が定める利率のうち１０年の約定期間に対応する利率（当該利率が法第１０３

条第４項の規定による換地処分があった旨の公告の日の翌日における法定利率を超える

ときは、当該法定利率）とする。 

４ 第２回以後の毎回の清算金の納付又は交付の期限は、前回の納付又は交付の期限の翌

日から起算して６月を経過した日の前日とする。 

５ 清算金を分納しようとする者は、法第１０３条第１項の通知があった日から市長が別

に定める日までに分納の許可を市長に申請しなければならない。ただし、市長が特別の

理由があると認めるときは、当該期間を経過した後であっても分納の申請をすることが

できる。 

６ 清算金を分納する場合において、毎回納付すべき元金の額は、分納を認められた清算

金の総額を分納する回数で除して得た額とする。この場合において、１００円未満の端

数が生じたときは、これを第１回の納付すべき額に算入する。 

７ 清算金の分納を許可された者で、未納の清算金の全部又は一部を繰り上げて納付しよ

うとするものは、市長の承認を得てこれを納付することができる。 

８ 市長は、清算金の分納を許可された者が納付すべき清算金を納付期限までに納付しな

いとき又は納付する見込みがないと認められるときは、納付期限の到来しない清算金で

あっても、その全部又は一部を繰り上げて徴収することができる。 
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９ 市長は、清算金を分割交付する場合においては、毎回の交付期限及び交付金額を定め、

清算金を受けるべき者に通知するものとする。 

（延滞金） 

第２５条 清算金（利子を含む。）を納付すべき者は、これを納付期限までに納付しなかっ

たときは、延滞金を市に納付しなければならない。 

２ 前項の延滞金の額の計算及び減免については、浜松市税外収入金の延滞金に関する条

例（昭和３３年浜松市条例第５号）の規定による延滞金の額の計算及び減免の例による。

この場合において、同条例第２条第１項及び附則第４項中「１４．６パーセント」とあ

るのは「１０．７５パーセント」と、「７．３パーセント」とあるのは「５．３７パーセ

ント」と読み替えるものとする。 

（所有権以外の権利の申告又は届出の受理の停止） 

第２６条 法第８５条第１項の規定による申告又は同条第３項の規定による届出は、次に

掲げる期間は、これを受理しない。 

(1) 登記のない権利については、法第８８条第２項の規定による換地計画の縦覧につい

ての公告のあった日から法第１０３条第４項の規定による換地処分があった旨の公告

の日まで 

(2) 借地権については、令第１９条の規定による委員の選挙期日の公告のあった日から

起算して２０日を経過した日から令第２２条第３項の規定による選挙人名簿の確定の

日まで 

（換地処分の時期の特例） 

第２７条 市長は、必要があると認めるときは、法第７７条の規定による建築物等の移転

又は除却が完了した場合においては、法第１０３条第２項ただし書の規定により換地処

分をすることができる。 

（委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

 

   附 則 

この条例は、法第５５条第９項の規定による公告の日から施行する。 

 

別表第１（第２４条関係） 

清算金の額 分割徴収し、又は分割交付する期間 

3 万円以上 10 万円未満 1 年以内 

10 万円以上 20 万円未満 2 年以内 

20 万円以上 35 万円未満 3 年以内 
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35 万円以上 50 万円未満 4 年以内 

50 万円以上 5 年以内 

別表第２（第２４条関係） 

清算金の額 分割徴収する期間 

2 万円以上 5 万円未満 1 年 

5 万円以上 10 万円未満 2 年 

10 万円以上 20 万円未満 3 年 

20 万円以上 30 万円未満 4 年 

30 万円以上 40 万円未満 5 年 

40 万円以上 50 万円未満 6 年 

50 万円以上 70 万円未満 7 年 

70 万円以上 100 万円未満 8 年 

100 万円以上 130 万円未満 9 年 

130 万円以上 10 年 
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第   53 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

浜松市立小中学校空調設備整備事業に関する契約の一部変更について 

 

 浜松市立小中学校空調設備整備事業に関する契約の変更について、民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律第１２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

（令和元年 12 月 19 日 第 141 号議案 原案可決） 

（令和 2 年 12 月 14 日 第 124 号議案 原案可決） 

（令和 3 年 3 月 24 日 第 66 号議案 原案可決） 

事業の名称 事業の概要 区分 事項 

 

浜松市立小中学校

空調設備整備事業 

 

浜松市立小中学校空調設

備の設計・施工及び維持

管理 

変更前 契約金額 5,394,192,056 円 

変更後 契約金額 5,394,488,990 円 
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第   54 号 議  案   

令和 4年 2月18日提 出   

 

   包括外部監査契約締結について 

 

 次のとおり包括外部監査契約を締結する。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  

 

１ 契 約 の 目 的   当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期   令和４年４月１日 

３ 契 約 金 額    １４，６１６，０００円を上限とする額 

４ 費用の算定方法及び支払方法 

(1) 算定方法  契約に定める基本費用の額及び執務費用の額の合算 

(2) 支払方法  契約の定めるところによる         

５ 契約の相手方   

(1) 住    所   愛知県名古屋市中区栄１丁目２番３号 

  (2) 氏    名   岡野 英生  

 (3) 資    格   公認会計士 
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